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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期
第１四半期
累計(会計)期間

第31期
第１四半期
累計(会計)期間

第30期

会計期間

自平成20年
８月21日
至平成20年
11月20日

自平成21年
８月21日
至平成21年
11月20日

自平成20年
８月21日
至平成21年
８月20日

売上高（百万円） 24,882 21,516 100,606

経常利益（百万円） 1,616 379 2,747

四半期（当期）純利益（百万円） 861 176 849

持分法を適用した場合の投資利益（百万円） － － －

資本金（百万円） 6,189 6,195 6,195

発行済株式総数（千株） 29,620 29,631 29,631

純資産額（百万円） 33,151 32,651 32,497

総資産額（百万円） 68,805 62,956 60,486

１株当たり純資産額（円） 1,232.481,213.391,207.65

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 32.02 6.56 31.57

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 32.01 6.56 31.57

１株当たり配当額（円） － － 25.00

自己資本比率（％） 48.2 51.9 53.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△816 427 4,039

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△663 △609 △3,116

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,214 △875 749

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 6,021 9,332 10,389

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

955

[3,501]

926

[3,105]

978

[3,615]

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

当社には、関係会社はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年11月20日現在

従業員数（人） 926[3,105]

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、［　］内に１日８時間換算による当第１四半期会計期間の平均人員を

外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【商品仕入及び販売の状況】

(1）商品仕入実績

　当第１四半期会計期間の商品仕入実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

前年同四半期比（％）

ボトムス 4,728百万円 54.8

カットソー・ニット 4,327百万円 71.5

シャツ・アウター 2,651百万円 73.9

その他 2,463百万円 75.0

計 14,171百万円 65.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

前年同四半期比（％）

ボトムス 6,508百万円 77.8

カットソー・ニット 7,159百万円 88.3

シャツ・アウター 3,637百万円 95.4

その他 4,211百万円 91.7

計 21,516百万円 86.5　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。　

　　　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第１四半期会計期間（平成21年８月21日～平成21年11月20日）におけるわが国経済は、輸出や生産に持ち直

しの動きが見られたものの、民間設備投資や企業収益が大幅に減少する中で、雇用情勢の悪化を背景に個人消費

も低迷するなど厳しい状況にありました。

こうした状況の中、当社は「旬のベーシック」をコンセプトにベーシック商品の拡充を進めるとともに、店頭

の在庫を削減し、見やすく、商品の魅力が伝わりやすい売場を提案することで売上の伸長に努めてまいりました。

また、東京ガールズコレクションへの出展など新たな取組によって、ブランドイメージの強化、商品訴求力の向上

にも努めてまいりました。Ｅコマース事業におきましては、当社の商品ならではの魅力を十分に訴求していくた

め、新たに自社サイトを立ち上げました。

店舗展開におきましては、たまプラーザテラス店（神奈川県横浜市）をはじめとして10店舗を出店するととも

に、効率化を図るため２店舗を閉鎖し、当第１四半期会計期間末店舗数は492店舗となりました。

以上のような施策を推進してまいりましたが、十分な成果は得られず、秋冬の主力商品であるニューシャイ

ニーデニム、Ⅹ-ＷＡＳＨダウンジャケットの販売は好調に推移したものの、売上の全体的な底上げまでにはいた

りませんでした。

以上の結果、当第１四半期会計期間の売上高は21,516百万円（前年同四半期比13.5％減）と減収となりまし

た。販売費及び一般管理費は計画内に抑えたものの、営業利益は395百万円（前年同四半期比75.6％減）、経常利

益は379百万円（前年同四半期比76.5％減）、四半期純利益は176百万円（前年同四半期比79.5％減）と減益とな

りました。

  

(2）財政状態の分析

①資産

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて2,470百万円増加し、62,956百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べて2,819百万円増加し、29,707百万円となりました。これは主に商品が3,412百

万円増加したことによるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べて349百万円減少し、33,248百万円となりました。これは主に有形固定資産が

227百万円、無形固定資産が89百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

②負債

当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて2,315百万円増加し、30,304百万円となりまし

た。

流動負債は、前事業年度末に比べて3,097百万円増加し、23,443百万円となりました。これは主に支払手形及び

買掛金が2,821百万円、支払信託が162百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べて781百万円減少し、6,861百万円となりました。これは主に長期借入金の返済

によるものであります。

③純資産

当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べて154百万円増加し、32,651百万円となりまし

た。これは主に利益剰余金の増加があったことによるものであり、総資産に占める自己資本比率は51.9％となり

ました。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税引前四半期純利益を396百

万円計上するとともに、仕入債務の増加、たな卸資産の増加、新規出店、店舗リニューアルに伴う有形固定資産の取

得や敷金及び保証金の差入による支出、長期借入金の返済による支出をしたこと等により、前事業年度末に比べ

1,057百万円減少し、9,332百万円となっております。

 

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。　

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は427百万円（前年同四半期は816百万円の支出）となりました。これは主に、税引

前四半期純利益を396百万円（前年同四半期比1,141百万円減）計上するとともに、減価償却費810百万円（前年同

四半期比99百万円減）、仕入債務の増加3,437百万円（前年同四半期比4,828百万円減）があったこと、売上債権の

増加925百万円（前年同四半期比595百万円減）、たな卸資産の増加3,412百万円（前年同四半期比6,043百万円減）

を計上したこと等によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は609百万円（前年同四半期比53百万円減）となりました。これは主に、新規出店等

に伴う有形固定資産の取得による支出601百万円（前年同四半期比96百万円増）や敷金及び保証金の差入による支

出151百万円（前年同四半期比181百万円減）、敷金及び保証金の回収による収入188百万円（前年同四半期比7百万

円減）等によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は875百万円（前年同四半期比339百万円減）となりました。これは主に、長期借入

金の返済による支出875百万円（前年同四半期比334百万円増）によるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設について完了したものは次のとおり

であります。

事業所名 所在地
取得価額

（百万円）
完成年月

売場面積

（㎡）

ららぽーと新三郷店 埼玉県三郷市 95平成21年９月 515

西神中央プレンティ店 兵庫県神戸市西区 24平成21年９月 254

日進竹の山店 愛知県日進市 249平成21年９月 683

ポスフール北見店 北海道北見市 37平成21年10月 342

ジャスコ相模原店 神奈川県相模原市 48平成21年10月 498

アル・プラザあまがさき店 兵庫県尼崎市 43平成21年10月 459

たまプラーザテラス店 神奈川県横浜市青葉区 154平成21年10月 701

イオン香椎浜店 福岡県福岡市東区 43平成21年10月 353

イオン大塔店 長崎県佐世保市 32平成21年11月 329

ジャスコシティ高槻店 大阪府高槻市 43平成21年11月 565

合計 － 771 － 4,699

（注）１．取得価額には、敷金及び保証金を含んでおります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

②当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

区分

（所在地）

予算金額

（百万円）

既支払額

（百万円）

今後の

所要金額

（百万円）

着工予定年月 完成予定年月
予定売場

面積（㎡）

ミスターマックス長崎時津店

（長崎県西彼杵郡時津町）　
58 － 58平成22年１月平成22年２月 714

ユニー東松山店

（埼玉県東松山市）
76 7 68平成22年１月平成22年３月 505

イオンモール新瑞橋店

（愛知県名古屋市南区）
77 － 77平成21年12月平成22年３月 509

イオン銚子店

（千葉県銚子市）
56 － 56平成22年１月平成22年３月 482

合計 268 7 261 － － 2,210

（注）１．今後の所要金額261百万円は、自己資金及び借入金で賄う予定であります。

２．予算金額、既支払額、今後の所要金額には、敷金及び保証金を含んでおります。

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。

４．上記計画は、営業基盤の拡大のためです。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成21年11月20日）

提出日現在発行数
（株）
（平成22年１月４日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,631,500 29,631,500
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 29,631,500 29,631,500 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ19第２項に基づく特別決議による新株引受権の状況

（平成12年11月17日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年11月20日）

新株予約権の数 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）１．２． 　55,200株

新株予約権の行使時の払込金額（注）１． 58,953,600円

新株予約権の行使期間
平成14年11月20日から

平成22年11月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（注）２．

発行価格　　1,068円

資本組入額　　534円

新株予約権の行使の条件 （注）３.

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３.

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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②　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく特別決議による新株予約権の状況

（平成14年11月18日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年11月20日）

新株予約権の数 　　64個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（注）１．２．     6,400株

新株予約権の行使時の払込金額（注）１． 4,608,000円

新株予約権の行使期間
平成16年11月20日から

平成24年11月17日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（注）２.

発行価格　　　720円

資本組入額　　360円

新株予約権の行使の条件 （注）３.

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３.

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、定時株主総会決議における

新株発行予定数及び行使予定払込金額から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び払込

金額を減じております。

２．平成14年７月23日開催の取締役会決議により、平成14年10月10日付で１株を1.5株に株式分割いたしました。

平成16年１月22日開催の取締役会決議により、平成16年４月９日付で１株を1.2株に株式分割いたしました。

平成16年７月23日開催の取締役会決議により、平成16年10月12日付で１株を1.25株に株式分割いたしました。

平成17年７月22日開催の取締役会決議により、平成17年10月11日付で１株を1.25株に株式分割いたしました。

これにより株式の数、発行価格、資本組入額をそれぞれ調整しております。

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項

(1）対象者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の子会社および関連会社の取締役、監査役または

社員であることを要する。

(2）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

(3）対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。

(4）対象者は、一度の手続きにおいて付与を受けた新株予約権の全部を行使しなければならない。ただし、付与

を受けた新株予約権の目的たる株式の数が1,000株以上の対象者は、その一部（当社の一単元の株式数ま

たはその整数倍に限る。）を行使することができる。

(5）対象者は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の合計額が年間（１月１日から12月31日

まで）金1,000万円（または、行使時において租税特別措置法上定められた制限）を超えないように、新株

予約権を行使しなければならない。

(6）当社が他社の完全子会社となるために株式交換を行う場合または株式移転を行う場合、株式交換の日また

は株式移転の日に先立ち、取締役会決議に基づき、新株予約権の行使を合理的に制限し、かつ、対象者が行

使していない新株予約権を失効させることができるものとする。

(7）その他権利行使に関する条件については、本株主総会以後に開催される取締役会決議により決定し、対象

者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成21年８月21日

～平成21年11月20日
－ 29,631,500 － 6,195 － 6,481

  

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

 

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年８月20日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成21年11月20日現在

 区分     株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　2,722,000  －  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　26,776,400  267,764  －

 単元未満株式 普通株式 　　133,100  －  －

 発行済株式総数 29,631,500  －  －

 総株主の議決権  －  267,764  －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株（議決権の数25

個）含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成21年11月20日現在

 所有者の氏名又

は名称    
所有者の住所

 自己名義所有株

式数（株）

 他人名義所有株

式数（株）

 所有株式数の合

計（株）

 発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

 株式会社ライト

オン

 茨城県つくば市

吾妻1-11-1
 2,722,000 －  2,722,000 9.19

 計  －  2,722,000 －  2,722,000 9.19

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、2,722,111株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
９月

10月 11月

最高（円） 925 890 824

最低（円） 832 782 685

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期累計期間（平成20年８月21日から平成20年11月20日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則

に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年８月21日から平成21年11月20日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

21年８月21日から平成21年11月20日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年８月21日から平成20

年11月20日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年８月21日から平成21年11月20日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成21年８月21日から平成21年11月20日まで）に係る四半期財務諸表について、あ

ずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年11月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年８月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,332 10,389

売掛金 2,150 1,225

商品 15,590 12,178

その他 2,634 3,095

流動資産合計 29,707 26,888

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 10,959 10,858

工具、器具及び備品（純額） 3,231 3,341

その他（純額） 2,286 2,505

有形固定資産合計 ※1
 16,477

※1
 16,705

無形固定資産

ソフトウエア 1,460 1,527

その他 83 106

無形固定資産合計 1,544 1,633

投資その他の資産

敷金及び保証金 13,959 13,991

その他 1,653 1,670

貸倒引当金 △385 △402

投資その他の資産合計 15,226 15,259

固定資産合計 33,248 33,597

資産合計 62,956 60,486

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,140 2,319

支払信託 11,871 11,708

短期借入金 2,460 2,555

未払法人税等 270 133

賞与引当金 198 472

その他 3,501 3,155

流動負債合計 23,443 20,345

固定負債

長期借入金 6,610 7,390

その他 251 253

固定負債合計 6,861 7,643

負債合計 30,304 27,989
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（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年11月20日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年８月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,195 6,195

資本剰余金 6,481 6,481

利益剰余金 23,457 23,280

自己株式 △3,485 △3,485

株主資本合計 32,649 32,473

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2 24

評価・換算差額等合計 2 24

純資産合計 32,651 32,497

負債純資産合計 62,956 60,486
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年８月21日
　至　平成20年11月20日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年８月21日
　至　平成21年11月20日)

売上高 24,882 21,516

売上原価 12,109 10,781

売上総利益 12,772 10,734

販売費及び一般管理費 ※
 11,151

※
 10,339

営業利益 1,621 395

営業外収益

受取家賃 43 43

その他 21 16

営業外収益合計 64 59

営業外費用

支払利息 31 37

賃貸費用 38 38

その他 0 0

営業外費用合計 70 75

経常利益 1,616 379

特別利益

貸倒引当金戻入額 13 16

その他 0 －

特別利益合計 13 16

特別損失

固定資産除却損 62 －

店舗閉鎖損失 8 0

減損損失 20 －

特別損失合計 91 0

税引前四半期純利益 1,537 396

法人税等 676 219

四半期純利益 861 176
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年８月21日
　至　平成20年11月20日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年８月21日
　至　平成21年11月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 1,537 396

減価償却費 909 810

減損損失 20 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） △271 △273

売上債権の増減額（△は増加） △1,520 △925

たな卸資産の増減額（△は増加） △9,455 △3,412

仕入債務の増減額（△は減少） 8,265 3,437

その他 758 571

小計 230 586

利息及び配当金の受取額 0 1

利息の支払額 △33 △52

法人税等の支払額 △1,014 △108

営業活動によるキャッシュ・フロー △816 427

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △504 △601

敷金及び保証金の差入による支出 △333 △151

敷金及び保証金の回収による収入 195 188

その他 △21 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △663 △609

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △541 △875

配当金の支払額 △672 －

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,214 △875

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,695 △1,057

現金及び現金同等物の期首残高 8,717 10,389

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,021

※
 9,332
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

 

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

１．たな卸資産の評価方法 当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。 

３．固定資産の減損兆候の把握方法 減損の兆候の把握にあたっては、資産又は資産グループの回収可能価額を

著しく低下させる変化を生じさせるような意思決定や、経営環境の著しい悪

化に該当する事象が発生した場合には、減損の兆候を把握する方法によって

おります。

 

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年11月20日）

前事業年度末
（平成21年８月20日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、17,479百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、16,914百万円で

あります。

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に基

づく当第１四半期会計期間末借入実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越限度額 5,900百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 5,900百万円

　

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に基

づく当事業年度末借入実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越限度額 5,900百万円

借入実行残高 － 百万円

差引額 5,900百万円

　

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年８月21日
至　平成20年11月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当及び賞与 2,424百万円

賃借料 3,023百万円

退職給付費用 21百万円

賞与引当金繰入額 208百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当及び賞与 2,220百万円

賃借料 2,981百万円

退職給付費用 28百万円

賞与引当金繰入額 198百万円

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年８月21日
至　平成20年11月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成20年11月20日現在）

現金及び預金勘定 6,021百万円

現金及び現金同等物 6,021百万円

 

 ※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成21年11月20日現在）

現金及び預金勘定 9,332百万円

現金及び現金同等物 9,332百万円

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年11月20日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年８月21日　至　平成21

年11月20日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　29,631,500株

  

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　2,722,111株

   

３．配当に関する事項

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年11月20日）

前事業年度末
（平成21年８月20日）

１株当たり純資産額 1,213.39円 １株当たり純資産額 1,207.65円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成20年８月21日
至　平成20年11月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

１株当たり四半期純利益金額 32.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
32.01円

１株当たり四半期純利益金額 6.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
6.56円

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年８月21日
至　平成20年11月20日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 861 176

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 861 176

期中平均株式数（株） 26,898,682 26,909,407

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 15,192 699

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

―――――― ――――――
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（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成21年８月21日
至　平成21年11月20日）

（ストック・オプションの発行）

当社は、平成21年11月18日開催の当社第30回定時株主総会及び同日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条

及び第239条の規定に基づくストック・オプションとしての新株予約権の発行について、下記のとおり決議し、付与いた

しました。

　

１．新株予約権の数 3,000個

　

２．新株予約権の割当てを受ける対象者およびその人数ならびに割り当てる新株予約権の数

新株予約権の割当てを受ける対象者およびその人数ならびに割り当てる数は、以下のとおりとする。

当社取締役２名に800個、当社社員43名に2,200個とする。

　

３．新株予約権を割り当てる日

新株予約権の割当日は、平成21年11月24日とする。

　

４．新株予約権と引換えに払込む金額

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないもの（無償）とする。

　

５．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」という）は、当社普通株式100株とし、新株予約

権の行使により交付される株式の数は300,000株とする。

　

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１

株当たりの行使に際して出資される財産の価額（以下「行使価額」という）に当該新株予約権に係る付与株式数を

乗じた金額とする。

行使価額は、１株当たり849円とする。

　

７．新株予約権を行使することができる期間

平成23年11月25日から平成28年11月24日までとする。

　

８．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項の規定に

従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り

上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

　

９．その他の新株予約権の行使条件

①新株予約権者の相続人は、当該新株予約権を承継せず、これを行使することができない。

②その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるところによる。

　

10．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。　

　

　

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

四半期報告書

20/23



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年１月５日

株式会社ライトオン

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 金塚　厚樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　昌邦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ライトオン

の平成20年８月21日から平成21年８月20日までの第30期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年８月21日から平成20年

11月20日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ライトオンの平成20年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、当社（四半期報告書提出会社）が四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月４日

株式会社ライトオン

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 金塚　厚樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　昌邦　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ライトオ

ンの平成21年８月21日から平成22年８月20日までの第31期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年８月21日から平成21

年11月20日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年８月21日から平成21年11月20日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ライトオンの平成21年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、当社（四半期報告書提出会社）が四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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